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基本問題部会

（１）答申等の状況について

時期 答申 答申を受けた対応 現状・備考

平成15年３月 新しい時代にふさわしい教 ○教育基本法案を国会 基本的な内容は本資

育基本法と教育振興基本計 提出、可決・成立 料の１５ページに記

画の在り方について（答 （平成１８年１２月 載

申） １５日）

○教育基本法（平成

教育の基本にさかのぼ １８年法律第120号）

った改革を推進していく の公布・施行（平成

ため、新しい時代にふさ １８年１２月２２

わしい教育基本法の在り 日）

方について、論点ごとに

見直しの方向を示し、教

育振興基本計画の在り方

について、計画の骨子と

なる基本的な考え方など

について提言。
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教育制度分科会

（１）答申等の状況について

時期 答申 答申を受けた対応 現状・備考

平成１４年２ 新しい時代における教養教 具体的な取組事項につ

月 育の在り方について(答申) いては、初等中等教育

分科会、大学分科会、

個人の生涯を，①幼児 生涯学習分科会、スポ

期からおおむね12,13歳 ーツ・青少年分科会に

ごろまでの「幼・少年 おいて、引き続き審議

期 ，②14,15歳頃から社 を行い、各種答申等に」

会的活動を始めるころま 盛り込まれている。

での「青年期 ，③社会」

人となって以降の「成人

期」の三つの段階に分け

て，それぞれの段階にお

ける教養教育の在り方に

ついて，主要な課題と今

後求められる具体的な方

策を提示した。

平成１６年８ 大学入学資格検定の見直し ○高等学校卒業程度認 ○平成18年度実施状

月 について(答申) 定試験の創設（平成 況

17年１月） ・出願者数

大学入学資格付与の機能 2万9,619人

を維持すること，より広 【主な改正内容】 (16年度大検時よ

く活用される試験にする ・受験科目の精選 り4,659人増)

こと及び就職等において ・全日制高校在学生に ・出願者の約1割が

も活用されるように社会 も受験機会を拡大 全日制在学

的通用性を高めることの

３点を基本的な考え方と ○「高等学校卒業程度

して 「高等学校卒業程 認定試験（高卒認，

度認定試験」の実施及び 定)｣に関する調査の

社会的認知度を高めるた 実施(18年2月。地方

めの方策等を提言。 自治体及び企業対

象）



- -3

生涯学習分科会

（１）答申等の状況について

時期 答申 答申を受けた対応 現状・備考

平成１４年７ 青少年の奉仕活動・体験活 ○地域と学校が連携協 ○体験活動ボランテ

月 動の推進方策等について 力した奉仕活動・体 ィア活動支援セン

（答申） 験活動推進事業（14 ターの設置数：45

年度～16年度） 都道府県、1,236

奉仕活動・体験活動の 市町村（16年度）

推進について、その意義 ○地域ボランティア活 ○事業実績：475地

・必要性を整理するとと 動推進事業（17年度 域（17年度）

もに、初等中等教育段階 ～）

の青少年及び18歳以降の ○ボランティア活動広

個人についての奉仕活動 報啓発普及事業（17

・体験活動の具体的な推 年度～）

進方策、社会的仕組みの

整備、社会的気運の醸成

について提言。

平成１６年３ 今後の生涯学習の振興方策 ○地域子ども教室推進 ○実施箇所数：

月 について（審議経過報告） 事業（16年度～） 7,954か所（17年

度）

当面重点を置いて取り

組むべき分野として以下 ○家庭教育支援総合推 ○委託件数：1,539

を提示。 進事業（16年度～） 件、サポーターリ

ーダー委託数：

①職業能力の向上 1,325人、子育て

②家庭教育への支援 講座数：20,257講

③地域の教育力の向上 座（17年度）

④健康対策等高齢者へ ○ITを活用した次世代 ○事業実績：14都道

の対応 型家庭教育支援手法 県（17年度）

⑤地域課題の解決 開発事業（17年～）

○専修学校を活用した ○事業実績：62件

若者の自立・挑戦支

援事業（16年度～）

○専修学校を活用した ○事業実績：46件

職業教育の啓発推進

（17年度～）
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平成１９年１ 新しい時代を切り拓く生涯 19年度予算案に下記の

月 学習の振興方策について 事業等を計上

（中間報告案）

○放課後子どもプラン

生涯学習の振興の上で (放課後子ども教室推

の基本的な方向として、 進事業)

○「個人の要望」と「社 ○「学びあい、支え合

会の要請」のバランス い」地域活性化推進

を確保する 事業

○「生きがい・教養」だ ○学校支援を通じた地

けでなく「職業的知識 域の連帯感形成のた

・技術」の習得を強化 めの特別研究

する ○再チャレンジのため

○知識・技能や知恵の の学習支援システム

「継承」と、それらを の構築

生かした新たな「創 ○専修学校を活用した

造」により、社会の発 再チャレンジ支援推

展を目指す 進事業

ことを提言。 ○専修学校・高等学校

また、具体的方策とし 連携等職業教育推進

て、 プラン

○国民の学習活動を促進 ○団塊世代等社会参加

する具体的方策 促進のための調査研

○家庭の教育力向上のた 究（教育サポーター

めの具体的方策 制度の創設）

○地域の教育力の向上の

ための具体的方策

○地域社会全体で学習活

動を支援する具体的方

策

を提言するとともに、国

・地方公共団体・民間団

体等の今後の役割につい

て提言。
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初等中等教育分科会関係

（１）答申等の状況について

時期 答申 答申を受けた対応 現状・備考

平成１４年２ 今後の教員免許制度の在り ○専科担任制度の拡充 ○5218件

月 方について(答申) （14年7月） (14.7～16.3)

○隣接校種免許状の取得を ○990件(16年度)

今後の教員免許制度の 促進する制度の創設

在り方について，小学校 （14年7月）

等における専科指導の拡 ○特別免許状の授与要件の ○ 6 件 （ 1 4 年

充，現職教員の隣接校種 見直し等（14年7月） 度 、47件（15）

免許状の取得の促進，教 年度 、49件）

員免許状の失効及び取上 （16年度）

げ事由の強化，1 0年経 ○免許状の失効及び取上げ ○失効：173件

験者研修の創設，特別免 に係る措置の強化(15年1 取上げ：3件

許状の授与要件の緩和及 月) (16年度)

び有効期限の撤廃等につ ○10年経験者研修の実施 ○合計48,657人

いて提言 (15年4月) が参加（18年2

月現在）

平成１５年 初等中等教育における当面 ○学習指導要領に示されて

１０月 の教育課程及び指導の充実 いる指導内容等に加え，

・改善方策について(答申) 児童生徒の実態を踏ま

え，学習指導要領に示し

子どもたちに求められ ていない内容を指導でき

る学力についての基本的 ることを明確化すること

な考え方などを踏まえ， 等，学習指導要領の一部

新学習指導要領のねらい 改正

の一層の実現を図る観点 (15年12月)

から，具体的な課題や改

善方策などを提言

平成１６年 今後の学校の管理運営の在 ○学校運営協議会制度の創 ○124校で学校運

３月 り方について(答申) 設 (16年9月) 営協議会を設

置（18年12月

学校の管理運営の在り 現在）

方をより柔軟で弾力的な

ものとする観点から，地

域が運営に参画する新し



- -6

いタイプの公立学校運営

の在り方及び公立学校の

管理運営の包括的な委託

の在り方などについての

基本的な考え方を提言

平成１７年１ 子どもを取り巻く環境の変 ○認定こども園制度の創設 ○45都道府県に

月 化を踏まえた今後の幼児教 （18年10月） おいて、認定

育の在り方について(答申) こども園の認

定基準に関す

近年の子どもを取り巻 る条例が策定

く環境の変化を踏まえ， 済み

これからの幼児教育の在 （19年1月現在）

り方について幅広い観点

から検討し，家庭・地域 ○幼児教育振興アクション

社会・幼稚園等施設の連 プログラムの策定（18

携による総合的な幼児教 年10月）

育の推進の必要性や幼児

教育の充実のための課題

などについて提言

平成１７年 新しい時代の義務教育を創

１０月 造する（答申）

※義務教育特別部会

○国庫負担制度は、教職 ○義務教育費国庫負担制度

員給与費の優れた保障 を堅持（18年4月）

方法であり、今後も維

持されるべきと提言

○市町村費負担教職員任 ○市町村費負担教職員任用 ○2,190人

用事業の全国化によ 事業の全国化（18年4月) （18年5月現在）

り、市町村独自の教職

員の任用を可能とする

ことを提言

○教頭の資格要件の緩和 ○民間人教頭制度の導入 ○民間人校長に

（18年4月） ついては、12

○優れた教師の顕彰 ○優秀教員の大臣表彰の実 年4月から実

施（19年2月実施予定） 施。102名任用

（18年4月現在）

○学校評価システムの構 ○義務教育諸学校における ○都道府県・政
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築 学校評価ガイドラインの 令指定都市の

・学校評価ガイドライ 策定（18年3月） 教育委員会に

ンの策定 委託して実践

・第三者機関による全 研究を実施

国的な外部評価の仕 →全国124校の公

組み等の方策の検討 立小中学校に

○学習到達度・理解度の ○全国学力・学習状況調査 おいて第三者

把握のための全国的な を実施（19年4月実施予 評価の試行事

学力調査の実施 定） 業を実施

○教育委員会の設置の在

り方

○市区町村への教職員人 ○都道府県及び市町村教育

事権の移譲 委員会関係者と協議中

平成１７年 特別支援教育を推進するた ○特別支援学校制度への転

１２月 めの制度の在り方について 換（19年4月法律施行予

（答申) 定）

○小中学校等に特別支援教

幼児児童生徒の障害の 育の推進の根拠規定を追

重度・重複化に対応する 加（19年4月法律施行予

ため，盲・聾・養護学校 定）

を，複数の障害種別に対 ○通級による指導の対象に ○約3,000人のLD

応することのできる特別 ＬＤ，ＡＤＨＤを新たに 及びADHDの児

支援学校制度に転換する 追加（18年4月） 童生徒が通級

こ と 、Ｌ Ｄ（ 学習障 による指導を

害 ，ＡＤＨＤ（注意欠 受けている）

陥／多動性障害）を新た （18年5月現在）

に通級による指導の対象

とすることを提言

平成１８年７ 今後の教員養成・免許制度 ○教職課程の改善・充実や

月 の在り方について 教員免許更新制の導入に

（答申） 向けた制度の見直しにつ

いて検討中

教員が広く国民や社会 ○専門職大学院設置基準等 ○平成20年4月以

から尊敬と信頼を得られ を改正予定（19年1月） 降、教職大学

る存在となるための具体 院が設置され

的方策として，①教職課 る見込み

程の質的水準の向上，②

教職大学院制度の創設，
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③教員免許更新制の導入

等について提言

（２）検討状況について

検討課題 検討状況 備考

初等中等教育分科会

○１７年の中央教育審議会

○各学校種の目標につい 答申「新しい義務教育を

て 創造する」で検討課題と

○義務教育を中心とする された、義務教育の目標

学校種間の連携・接続 や、学校種間の連携・接

の在り方について 続等について審議中。

教育課程部会

○１７年４月から学習指導

○学習指導要領全体の見 要領全体の見直しについ

直しについて て審議を行い、１８年２

・教育内容の改善 月には見直しの基本的方

・教育課程の枠組みの 向性に関して「審議経過

改善 報告」をとりまとめたと

・学校教育の質の保証 ころ。今後、更に検討を

のためのシステムの 深め、学習指導要領の改

構築 等 訂を行う予定。

教職員給与の在り方に関す

るワーキンググループ

○行政改革推進法や骨太の

○教員の校務と学校の組 方針2006等を踏まえ、公

織運営体制の見直しに 立学校の教職員の給与の

ついて 在り方等について審議

○メリハリある教員給与 中。平成18年度中に答申

の在り方について をまとめる予定。

○勤務時間の弾力化につ

いて
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大学分科会

（１）答申等の状況について

時期 答申 答申を受けた対応 現状・備考

平成１４年 大学等における社会人受け ○長期履修学生制度の ○16年度

２月 入れの推進方策等について 導入(14年3月) 学部:650校,

(答申) 15,439人

大学院:444校,

近年，ニーズが増大し 3,482人

ている大学等における社 ○専門大学院１年制コ ○専門大学院は専門

会人の学習需要に対応す ースの制度化(14年5 職大学院に発展的

るため，長期履修学生制 月) 移行(15年4月～)

度，専門大学院１年制コ ○通信制博士課程の制 ○私立:8大学(9研究

ース，通信制博士課程の 度化(14年3月) 科10専攻)で設置

制度化等について提言。 (19年度開設予定

を含む)

平成１４年８ 大学の質の保証に係る新た ○学部・学科等の設置 ○18年度開設482件

月 なシステムの構築について 認可の対象を限定 中356件が届出に

(答申) し，届出制を導入(15 よる設置

年4月)

国による事前規制を最 ○大学設置の抑制方針 ○医師，歯科医師，

小限のものとし，事後チ を撤廃(15年4月) 獣医師，船舶職員

ェック体制を整備すると の養成に係る学部

の観点から，大学の設置 については，抑制

認可の緩和や第三者評価 を継続

制度の導入等による，教 ○新たな第三者評価制 ○すべての国公私立

育研究の質を保証するシ 度を導入(16年4月) 大学(約1,200大

ステムの構築について提 学)が，定期的に

言。 認証評価機関によ

る評価を受け，改

善に反映(17年度

末までに，117大

学について実施)

○法令違反状態の大学 ○１件に対して改善

に対する是正措置制 勧告 (19年1月）

度を導入(15年4月)

平成１４年８ 大学院における高度専門職 ○専門職大学院設置基 ○149校(19年度開設
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月 業人養成について(答申) 準の制定，専門職大 予定を含む［うち

学院の開設(15年4月) 法科大学院74

大学院における高度専 校］)

門職業人養成を一層促進

するため，実践的な教育

を行う専門職大学院制度

の創設について提言。

平成１４年８ 法科大学院の設置基準等に ○専門職大学院設置基 ○74校(19年度開設

月 ついて(答申) 準の制定(15年4月)， 予定を含む)

法科大学院の開設(16

司法制度改革・大学改 年4月)

革を受け，新たな法曹養

成制度の中核としての法

科大学院の実現のため，

制度設計に直接かかわる

設置基準，学位，入学者

選抜等について提言。

平成１５年 新たな留学生政策の展開に ○日本学生支援機構設 ○約11万8千人の外

１２月 ついて(答申) 立(16年4月)等，留学 国人留学生を受入

生や大学等に対する れ(うち国費外国

昭和58年に策定された 支援体制の強化 人留学生9,869人)

「留学生受入れ10万人計 ○日本学生支援機構の (18年5月現在)

画」の目標が達成される 国際交流会館など公

見込みとなったことや， 的留学生宿舎におい

留学生の急増に伴う留学 て外国人留学生と日

生の質への懸念などを背 本人学生との交流を

景に，留学生交流の拡大 推進

と質の向上を目指した新 ○適切な入学者選抜，

たな留学生政策の基本的 在籍管理の徹底など

方向や具体的な施策等に 留学生の質の確保に

ついて提言。 留意した指導を実施

平成１６年２ 薬学教育の改善・充実につ ○薬剤師養成のための ○6年制薬学部の設

月 いて(答申) 学部について，修業 置状況:72校(19年

年限を4年から6年に 度予定を含む)

医薬分業の進展，医療 延長(18年4月)

技術の高度化などを背景
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に，今後，薬剤師にはよ

り高い資質が求めれられ

ていることから，大学に

おける薬剤師養成のため

の薬学教育の修業年限の

延長等について提言。

平成１７年１ 我が国の高等教育の将来像 ○教員分野に係る大学 ○教員分野に係る大

月 (答申) 設置等の抑制方針を 学・学部等の設置

撤廃(17年4月) 又は収容定員増

中長期的(平成17年以 18年度：7大学

降，平成27年～平成32年 19年度：3大学

頃まで)に想定される我 ○高等専門学校の単位 ○新たな単位計算方

が国の高等教育の将来像 の計算方法の見直し 法を導入した高専

と，その内容の実現に向 (17年9月) (一部学科を含む)

けて取り組むべき施策に 35校(全高専64校)

ついて提言。 (18年度)

○４年制専門学校の修 ○指定された専修学

了者に対する大学院 校の専門課程（4

入学資格の付与(17年 年制）は227件

9月) (19年1月現在)

○短期大学卒業者への

学位授与(17年10月)

○大学の教員組織の整 ○各大学において学

備(准教授，助教の新 内規程の整備等の

設等)，講座制度の撤 準備中

廃等(19年4月)

○いわゆる医師不足県 ○青森,岩手,秋田,

等における医学部の 山形,福島,新潟,

期間を付した定員増 山梨,長野,岐阜,

の容認(20年度からの 三重の10県に所在

最大10年間) する大学と自治医

科大学

平成１７年９ 新時代の大学院教育－国際 ○「大学院教育振興施 ①世界最高水準の卓

月 的に魅力ある大学院教育の 策要綱」の策定(18年 越した教育研究拠

構築に向けて－(答申) 3月) 点形成と大学院教

育の抜本的強化

国際的な水準での大学 (19年度予定額:42

院の教育研究機能のさら 5億円)

・グローバルＣＯＥプログラムなる強化の必要性につい
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・大学院教育改革支援プログラムて，教育の課程の組織的

・２１世紀ＣＯＥプログラム展開の強化による「大学

・ 魅力ある大学院教育」イニシア院教育の実質化」と大学 「

ティブ院評価の確立や世界的な

教育研究拠点の形成支援 ②大学院の課程にお

等を通じた「国際的な通 ける人材養成目的

用性，信頼性の向上」に の明示，FDの義務

ついて提言。 化，成績評価基準

の明示等(19年4

月)

（２）検討状況について

検討課題 検討状況 備考

大学分科会
○大学の競争力の強化と国

○総括的事項の審議や各 際展開をめぐる諸課題に
部会等の審議の集約 ついて討議。今後，各部

会等と連携をとりつつ引
き続き審議予定。

制度部会
○大学設置基準等の見直

○教育の質保証の在り方 し，認証評価制度の確
等について 立，大学教員の教育力の

向上等の方策について審
議中。今後更に審議予
定。

大学教育部会
○学士課程（学部）につい

○学士課程教育の在り方 て，養成する資質・能
について 力，教育内容・方法，高

等学校との接続の改善方
策などについて審議中。
今後更に審議予定。

大学院部会
○17年９月に「新時代の大

○大学院教育の在り方に 学院教育（答申 」をと）
ついて りまとめ，フォローアッ

プを実施。専門職大学院
の在り方に関する審議に
着手。今後更に審議予
定。

※その他に 「評価機関の認証に関する審査委員会 「法科大学院特別委員会」におい， 」，
て，それぞれ評価機関の認証等について審議
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スポーツ・青少年分科会

（１）答申等の状況について

時期 答申 答申を受けた対応 現状・備考

平成１４年９ 子どもの体力向上のための ○複数校合同運動部活 ○複数校合同運動部

月 総合的な方策について（答 動の取組や運動部活 数：公立中・高等

申） 動への外部指導者の 学校で1,458部

活用の推進（15年度 （17年度）

子どもの体力の低下傾 ～） 外部指導者数：公

向の現状と原因を分析 立中・高等学校で

し、体力向上のために、 34,430人（17年

子どもがより一層体を動 度）

かすことにより運動に親 ○体力向上キャンペー

しむようになるととも ンの展開（1 5年度

に、望ましい生活習慣を ～）

確立するための総合的な

方策について提言。

平成１６年１ 食に関する指導体制の整備 ○栄養教諭制度の創設 ○25道府県で358名

月 について（答申） （17年4月） が配置（18年度）

学校･家庭･地域社会の

密接な連携の下で食に関

する指導が進められ、子

どもが望ましい食習慣を

身に付けられるよう、栄

養教諭制度創設を柱とす

る食に関する指導体制の

整備方策について提言。

平成１６年９ 平成18年4月からの次期委 ○第2期実施体制による

月 託契約に向けたスポーツ振 販売開始（18年）

興くじの改善方策について

（報告）

スポーツ振興くじの実

施方法の改善方策等につ
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いて提言。

平成１８年 スポーツ振興基本計画の見 ○「スポーツ振興基本 ○成人の週1回以上

７月 直しの方向性について」 計画」の改定（18年9 のスポーツ実施率

（決定） 月21日告示） ：44.4％（18年）

オリンピックにお

従来の基本計画に記載 【政策目標】 けるメダル獲得率

されている施策に引き続 ・ 子どもの体力の向 ：3.22％（アテ「

き積極的に取り組んでい 上（子どもの体力低 ネ、トリノの合

くことを基本としつつ、 下に歯止めをかけ 計）

子どもの体力の向上を新 る 」）

たに政策課題の柱とする ・ 生涯スポーツ社会「

など、これまでの進捗状 の実現（成人の週1回

況等を踏まえ、後半5年 以上のスポーツ実施

間分の計画として改定す 率を50％にする 」）

ることを提言。 ・ 国際競技力の向上「

（オリンピックにお

けるメダル獲得率を

3.5％にする 」）

平成１９年 次代を担う自立した青少年

１月 の育成に向けて（答申案）

青少年の自立への意欲

をはぐくみ、心と体の相

伴った成長を促すための

具体的方策について、家

庭における生活・運動習

慣の確立や多様な体験の

場や機会の提供、携帯電

話をめぐる問題の対応な

どに大人社会全体で対応

すべきことを提言。



教育基本法の改正の概要

改正後 改正前

第一条（教育の目的） 第一条（教育の目的）
「教育の目的」を引き続き規定。 教育の目的 として 人格の完成 国「 」 「 」「

民の育成」等を規定。

第二条（教育の目標） 第二条（教育の方針）
「教育の目標」として「教育の目的」 学問の自由の尊重や実際生活に即する

を実現するために今日重要と考えられる ことなど「教育の目的」を実現するため
事柄を５つに整理して規定。 に留意すべき事柄について規定。

第三条（生涯学習の理念） （新設）
生涯学習社会の実現が図られるべきこ

とを新たに規定。

第四条（教育の機会均等） 第三条（教育の機会均等）
改正前の内容に加え、国・地方公共団 教育における差別の禁止、国・地方公

体による障害者への教育上の支援を規定 共団体による奨学について規定。。

第五条（義務教育） 第四条（義務教育）
改正前の内容に加え 義務教育の目的 子に９年の普通教育を受けさせる保護、 、

。義務教育の実施についての国と地方公共 者の義務と義務教育の無償について規定
団体の責務を規定。義務教育の年限は、
他法に委ねることとして規定せず。

第五条（男女共学）（教育の目標として「男女の平等」等を
規定。男女共学については、その趣旨 男女の敬重と男女共学について規定。
の定着を踏まえ規定せず ）。

第六条（学校教育） 第六条（学校教育）
改正前の内容に加え 学校教育の役割 学校の設置者について規定。、 、

学校における規律や学習意欲の重視を規
定。

第七条（大学） （新設）
教育・研究・社会貢献という大学の役

割や、自主性・自律性などの大学の特性
が尊重されるべきことを新たに規定。

第八条（私立学校） （新設）
国・地方公共団体が私立学校の自主性

を尊重しつつ、私学助成などの振興に努
めるべきことを新たに規定。

第九条（教員） 第六条（学校教育 （再掲））
改正前の内容に加え、教員が研修と修 教員が、使命を自覚し、職責の遂行に

養に励むべきこと、養成と研修の充実が 努めるべきこと、教員の身分の尊重と待
図られるべきことを新たに規定し、条と 遇の適正について規定。
して新設。



改正後 改正前

第十条（家庭教育） （新設）
子の教育についての保護者の第一義的

責任、国・地方公共団体が家庭教育支援
に努めるべきことを新たに規定。

第十一条（幼児期の教育） （新設）
国・地方公共団体が幼児期の教育の振

興に努めるべきことを新たに規定。

第十二条（社会教育） 第七条（社会教育）
改正前の内容を引き続き規定。 社会教育が、国・地方公共団体により

奨励されるべきことなどを規定。

第十三条 （新設）（ ）学校､家庭及び地域住民等の相互の連携協力
学校、家庭、地域住民などが、役割と

責任を自覚し、相互に連携協力に努める
べきことを新たに規定。

第十四条（政治教育） 第八条（政治教育）
改正前の内容を引き続き規定。 政治的教養が教育上尊重されるべきこ

と、党派的政治教育その他政治的活動を
行ってはならないことを規定。

第十五条（宗教教育） 第九条（宗教教育）
改正前の内容に加え 「宗教に関する一 宗教に関する寛容の態度や社会生活に、

、般的な教養」が教育上尊重されるべきこ おける地位が教育上尊重されるべきこと
とを新たに規定。 国公立学校では特定の宗教のための宗教

。教育などを行ってはならないことを規定

第十六条（教育行政） 第十条（教育行政）
、 、教育が、不当な支配に服してはならな 教育は 不当な支配に服してはならず

いことを引き続き規定するとともに、法 教育行政は、必要な諸条件の整備確立を
律の定めるところにより行われるべきこ 目標として行われるべきことを規定。
とを規定。また、国・地方公共団体の役
割分担や必要な財政措置を講ずべきこと
を新たに規定。

第十七条（教育振興基本計画） （新設）
国は教育に係る基本計画を定めるべき

こと、地方公共団体は定めるよう努める
べきことについて新たに規定。

第十八条（法令の制定） 第十一条 （補則）
改正前の内容を引き続き規定。 この法律の諸条項を実施するため、必

要な法令を制定することについて規定。



学校週５日制について

１ 趣旨

子どもたちの家庭や地域社会での生活時間の比重を高めて、主体的に

使える時間を増やし 「ゆとり」の中で、学校・家庭・地域社会が相互、

に連携しつつ、子どもたちに社会体験や自然体験など様々な活動を経験

させ、自ら学び自ら考える力や豊かな人間性、たくましく生きるための

健康や体力などの「生きる力」をはぐくむもの。

２ 諸外国の状況

アメリカ、イギリス、フィンランドの欧米諸国や中国、マレーシア、

シンガポールのアジア諸国などほとんどの国で学校週５日制が主流。

３ 実施に至る経緯

「 」○昭和４８年１１月 教育課程審議会諮問 週休２日制との関連にも留意

○昭和６１年 ４月 臨時教育審議会（第２次答申）において提言

○平成 ２年 ４月 調査研究協力校（６８校）における学校週５日制の

試行開始

○平成 ４年 ９月 月１回の学校週５日制実施

○平成 ７年 ４月 月２回の学校週５日制実施

○平成１４年 ４月 完全学校週５日制実施

４ 関係規定

○学校教育法施行規則（抄）

、 。 、第四十七条 公立小学校における休業日は 次のとおりとする ただし

、 、 。第三号に掲げる日を除き 特別の必要がある場合は この限りでない

一 国民の祝日の関する法律（昭和二十三年法律第百七十八号）に規

定する日

二 日曜日及び土曜日

三 学校教育法施行令第二十九条の規定により教育委員会が定める日



昭和
43～45
年改訂

教育内容の一層の向上（「教育内容の現代化」）
（時代の進展に対応した教育内容の導入）
（算数における集合の導入等）

学習指導要領の変遷学習指導要領の変遷

昭和
52～53
年改訂

ゆとりある充実した学校生活の実現＝学習負担の適正化
（各教科等の目標・内容を中核的事項にしぼる）

平成
元年
改訂

社会の変化に自ら対応できる心豊かな人間の育成
（生活科の新設、道徳教育の充実）

平成
10～11
年改訂

基礎・基本を確実に身に付けさせ、自ら学び自ら考
える力などの［生きる力］の育成
（教育内容の厳選、「総合的な学習の時間」の新設）

学習指導要領のねらいの一層の実現の観点から
学習指導要領の一部改正（平成１５年）

昭和
33～35
年改訂

教育課程の基準としての性格の明確化
（道徳の時間の新設、基礎学力の充実、科学技術教育の向上等）
（系統的な学習を重視）

（実施）
小学校：昭和３６年度、中学校：昭和３７年度、高等学校：昭和３８年度（学年進行）

（実施）
小学校：昭和４６年度、中学校：昭和４７年度、高等学校：昭和４８年度（学年進行）

（実施）
小学校：昭和５５年度、中学校：昭和５６年度、高等学校：昭和５７年度（学年進行）

（実施）
小学校：平成４年度、中学校：平成５年度、高等学校：平成６年度（学年進行）

（実施）
小学校：平成１４年度、中学校：平成１４年度、高等学校：平成１５年度（学年進行）
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日本の人口（年齢区分別の割合の推移）
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（我が国の人口構造は、少子・高齢化が進行）

平成17年の日本の人口１億2776万人のうち、15歳未満1740万人（全体の13.6％）、15～64歳8337万人（同

65.3％）、65歳以上2682万人（同21.0％）。

平成12年と比べ、15歳未満107万人（5.8％）減、15ｰ64歳285万人（3.3％）減、65歳以上481万人（21.9％）増。

総人口に占める割合は、15歳未満が1.0ポイント低下。



人口の年齢区分別割合の国際比較
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日本の15歳未満人口の割合は13.6％に低下し、ブルガリア（13.8％）、イタリア（14.0％）などより低くなり、世界

で最も低い水準。

一方、老年人口の割合が21.0％に達し、イタリア（20.0％）を越えて、世界で最も高い水準。
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